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脅しの防災→皆で考える防災へ

残念ながら、日本の防災の歴史は「風化」の歴史

東日本大震災から７年

首都直下地震の想定見直しから５年

→「脅しの防災」は とっくに賞味期限切れ

大事なのは

「皆で考える防災」

（高知県黒潮町の住民集会）→
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私が考える災害報道の基本指針

重要な平常時の報道

（災害が）切迫しているから備える のではなく、

起きたら困る。だから備える。
に発想を切り替えたい
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私が考える災害報道の基本指針

起きたら困る。だから備える

何が、どう困るのか。

皆で想像力を働かせて考える

だからこそ、自助・共助が進む
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実際の報道例①
大阪北部地震の教訓（日本経済新聞８月13日夕刊）
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大阪北部地震の教訓

ブロック塀の倒壊だけでなく、

①（幸いにも）最大規模でなかったことが、対策の不備露
呈（都市機能のマヒなど）

首都直下地震は Ｍ7.3 震度７（建物が倒壊、火災も）

それに対して、

大阪北部地震は Ｍ6.1 震度６弱（全壊建物は少数）

②通勤・通学時間帯に起きた

→帰宅困難対策などが未想定
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首都直下地震対策で欠けているのは？

ライフライン、帰宅困難者の対策は十分か？

①「職場や学校に３日間は待機」の原則の徹底

（一時滞在施設、備蓄物資なども）

それに加えて

②震度６強または６弱想定、通勤・通学時間帯の発生想定

③各ケースで家族・社員の安否確認、ＢＣＰの課題は？

対策の複線化（複数シナリオ）の必要性
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実際の報道例②
企業の事業継続計画（ＢＣＰ）（日本経済新聞９月２２日朝刊）
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ＢＣＰの課題

導入済み企業は

大企業で６４％、中堅企業で３２％

まで増えたが・・・・（内閣府調べ）

＜課題＞

①電力や通信の途絶を未想定（北海道ブラックアウト）

②想定がなおも甘い

（熊本地震でのソニーや富士フィルムの教訓）

③「自社だけ助かればよい」ではダメ

→地域との共助も考える

9



「脅しの防災」→「皆で考える防災」へ

 やはり大事な「訓練」

 最近は「ＡＩ防災訓練」の実例も
（左）

 ＩＣＴの活用に期待

「電脳防災コンソーシアム」の活
動
https://www.sfc.keio.ac.jp/news/012710.html

など

 本格的な訓練だけでなく、ゲー
ムで楽しみながら
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国や自治体への注文

被害想定を出しっ放し。「脅しだけの防災」になって
いないか？

減災では、地震学、工学、安全学、人文科学、地域
経済などさまざまな分野の研究者の連携を！！

発災後の情報発信

日本のReputation Risk（評判・信用リスク）にかかわるという覚
悟を（国際経済、株価・為替、インバウンドへの影響)
外国語での発信、外国メディアへの発信（福島第１原発事故

の教訓）
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